
政    策 :
基本施策 :

主管課長職・氏名

関係課長職・氏名

(１) 基本施策が４年間でめざす姿

(２) 基本施策目標値の達成状況
基準値 上：戦略目標見込値／下：達成値 目標値 進捗状況

No この基本施策に関わる基本施策目標指標
進捗率(%)

単  位

単  位

単  位

(３) 基本施策を構成する施策及び目標値の達成状況
施 策 名 基準値 上：戦略目標見込値／下：達成値 目標値 進捗状況

No
施 策 目 標 指 標 進捗率(%)

単  位

単  位

単  位

単  位

単  位
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後期基本計画 令和　４年度 基本施策方針評価書

０６ 次代を担う人材の育成と、持続可能な行財政経営を進める部門
０５ 市政経営を支える効率的で安定した課税体制の実現

税務課長  小野　雅悌

収納課長　小笠原　直樹、保険年金課長　熊谷　明美

１．基本施策の令和 4年度までの実現状況を明らかにする

市行政を支える市税の適正な確保のため、事務の電子化の推進と人材資源の資質向上により、公正、適正な課税が進展し、

市民からの信頼性が確保された行財政基盤の安定化を目指します。

平成30年度 令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 4年度

暮 電子申告等の利用率

1 ら 59 61 63 65 65 Ａ
％ 56.8

し 65.9 72.8 75 76.3 76.3 237.8

幸 滝沢市で幸せに暮らしている人の割合

2 63 67 71 75 75 Ｃ
％ 60.1

福 65.4 62.6 62 63.2 63.2 20.8

平成30年度 令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 4年度

06050100 住民税・諸税の適正課税と電子化推進
暮

電子申告等の利用率
1 ら

59 61 63 65 65 Ａ
し ％ 56.8

65.9 72.8 75 76.3 76.3 237.8

06050200 固定資産税の適正課税と電子化推進
暮

固定資産評価審査委員会の容認決定件数
2 ら

0 0 0 0 0 Ｄ
し 件 0

0 0 0 0 0 0.0



り

。

(１) 令和 6年

組

度方針策定に際し、今

み

後の方向性や引継課題

と

Ｂ 課題あり

【今後の方

方

向性】

・経済動向等に

針

注視しながら、引き続

に

き市税の適正な確保の

つ

ため事務の電子化を進

い

めるとともに、各種研

て

修により職員の資

質向

の

上を図り適正課税を継

達

続します。

【引継課題

成

】

・複雑な税制改正に

（

ついて、正確な理解と

実

継続的な啓発が必要で

現

す。

・公平・適正な課

）

税を推進するため、専

状

門的な知識・経験が必

況

要であり、法制も含め

(

専門性を高める必要が

１

あります。

・自治体シ

)

ステム標準化に向けた

 

計画的な対応が必要で

基

す。

・令和６年度固定

本

資産評価替えに向けた

施

準備と事務手続きが必

策

要です。

の実現に影響する社会環境変化

(２) 政策との関連性から基本施策の見直し

４．基本施策の実現に向けての今後の取り組みと方向性を明らかにする
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０６ 次代を担う人材の育成と、持続可能な行財政経営を進める部門
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税務課長  小野　雅悌

収納課長　小笠原　直樹、保険年金課長　熊谷　明美

２．基本施策の実現に向けての令和 4年度までの取り組み状況を分析する

Ｂ 概ね達成した

・適切な番号制度の運用や事務の電子化を更に進めるとともに、各種研修により職員の資質向上を図り適正課税の継続に努

めました。

・知識が継承できチ

政

ェック体制が十分に機

 

能する組織を検討し改

 

善に取り組みました。

 

(２) 基本施策内の

 

取り組みと方針のうち

策

、令和 4年度の重点

:

課題の達成（実現）状

基

況
Ａ 達成した

【重点課

本

題】

・省力化と正確性

施

を図るため、部分改良

策

により一部業務の電子

:

化を更に進めます。

・

主

公平・適正な課税を推

管

進するため、専門研修

課

や内部研修による職員

長

の資質向上を図り、知

職

識が継承できチェック

・

体制が十

分に機能し、

氏

法制も含めた専門性の

名

高い組織を検討し改善

関

します。

【重点課題に

係

対する達成状況】

・国

課

税とのデータ連携の推

長

進に取り組むとともに

職

、業務を通じた内部研

・

修などにより職員資質

氏

の向上を図りました。

名

３．基本施策の実現に

(

向けての令和 4年度

１

実施後での変化を認識

)

する

Ｂ 社会環境変化あ

 

り

・新型コロナウイル

基

ス感染者増減の波はあ

本

りますが、個人消費は

施

引き続き持ち直し傾向

策

で景気回復が見込まれ

目

ます。しかし

、消費者

標

物価は上昇傾向にあり

の

円安やエネルギー価格

達

の高騰も続いており、

成

企業収益への影響も反

（

映されることから経済

実

動

向を注視する必要が

現

あります。

・少子高齢

）

化に伴う生産年齢人口

に

の減少なども今後の減

向

収の要因と捉えていま

け

す。

・デジタル社会の

た

実現に向け、自治体と

計

しても取組みを進めて

画

いく必要があります。

期

Ａ 必要なし

政策達成の

間

ため、引き続き同一内

内

容の基本施策の実験が

の

必要であるため、見直

取

しの必要はありません
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(２)所管施策別事業実績表

No 施    策    名
計画額 実績額 比較 (%)
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税務課長  小野　雅悌
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06050100  住民税・諸税の適正課税と電子化推進
1

23,259 22,279 △4.2

06050200  固定資産税の適正課税と電子化推進
2

34,996 32,390 △7.4

06059000  【6-5 基本施策目標値入力用】
3

0 0 0.0


